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1. 【講義】地域の排出量現況把握 (P.6～P.15)

2. 【ワーク】排出量現況から見た要因の絞り込み (P.16～P.28)

3. 【講義】将来推計 (P.29～P.33)

4. 【講義】削減目標の設定 (P.34～P.40)

5. 【ワーク】対策・施策の検討 (P.41～P.52)
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本ワークの目的、流れ



3地域脱炭素ステップアップ講座

地域脱炭素ステップアップ講座 ワークショップの全体感

◼ 地域脱炭素ステップアップ講座 ワークショップの目的

• 第１回～第３回の講座を通じて、「地方公共団体実行計画（区域施策編）に必要な記載事項を網羅する」ことにより、計画策定の流れや検討
に必要となる情報収集・検討の方法を理解し、本年度以降に各地域（市町）ごとの状況に応じた計画を策定できる状態を目指す。

• 地域脱炭素を推し進めることと並行して、地域課題を解決し、地域の魅力と質の向上に資する施策を立案できる状態を目指す。

回次 第1回 第2回 第3回

概要
① 区域の目指す将来像の設定
② 温室効果ガス排出量等の状況の把握

方法

① 温室効果ガス排出量等の状況と課題
の整理

② 温室効果ガス排出量の削減目標等の
設定

① 削減目標の達成及び地域課題を解
決、地域の魅力と質の向上に資する
施策の立案

対象
• 市町環境部局の温暖化対策業務の担
当者 等

• 市町環境部局の温暖化対策業務の担
当者 等

• 市町環境部局の温暖化対策業務の担
当者 等

時期 • ９月７日 • １１月２０日 • １月頃

年間スケジュール（予定）
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地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定プロセス

◼ 策定プロセスと本ワークショップの位置づけ

• 区域施策編の策定プロセスは以下の通り、

• 第１回～第３回のワークショップを通じて、地方公共団体実行計画（区域施策編）に必要な記載事項を網羅するために下記スケジュールで進行
していく。

区域施策編の策定プロセス

区域施策編策定の基本的事項・
背景・意義（２ー１）

温室効果ガス排出量の推計・
要因分析（２ー２）

計画全体の目標
（２ー３）

温室効果ガス排出削減等に関する
対策・施策の立案（２ー４）

【第１回】
区域施策編策定の背景と全体像
• 区域施策編を策定する理由
• 区域施策策定の流れと概要
• 区域の目指す将来像
温室効果ガス排出量推計の導入
• 自治体排出量カルテの活用方法

【第２回】
温室効果ガス排出量の要因分析
• 自治体排出量カルテを用いた排出要因分析
• 課題の体系整理
目標の設定
• 総量削減目標の設定の考え方、事例
• 総量削減目標の設定

【第３回】
対策・施策の立案
• 将来像実現のための対策
• 対策を実現するための課題
• 施策の立案、目標設定

区域施策編の公表、実施、
見直し・改定（２ー５以降）
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第２回 ワークショップの流れ

◼ 本日の流れ

• 第２回に当たる本日は、地域脱炭素施策検討のための現状把握、およびその要因分析の手法や流れ、削減目標の設定について説明・ワークを
実施する。

• また、第３回の具体的な対策・施策検討に向けた情報整理について説明する。

本日のワーク（１６５分）

内容
１．排出量の現況

推計
２．排出量現況から
見た要因の絞り込み

３．排出量の将来
推計

４．削減目標の
設定

休憩
講演

５．対策・施策の検討

概要

① 現況推計の意義
② 推計手法の分類
③ 推計手法の使い

分け

① 温室効果ガス排出の
要因分析の目的・概
要

② 温室効果ガス排出の
要因分析の流れ

③ 自身の自治体の排出
要因を体系的に整理
（ワーク）

① 将来推計（BAU
シナリオ）の手法

② 部門ごとの算定方
法事例の紹介

① 総量削減目標の
種類と設定

② 山口県の総量削
減目標設定方法
の紹介

③ 削減目標の設定
（ワーク）

① 対策・施策の体系的整理
② 対策・施策に関する事項

形式 • 講演
• 講演
• グループワーク

• 講演
• 講演
• グループワーク

• グループワーク

使用する
資料

時間 • １５分 • ５５分 • １５分 • ４５分 ー • ３５分
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１．排出量の現況推計
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CO2排出量の算定方法（例：業務その他部門）

①都道府県別按分法

＝ × ×CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

都道府県別
ｴﾈﾙｷﾞｰ消費統計
炭素排出量
（単位:t-C）

CO2重量比

44

12

（単位:t-CO2/t-C）

※データはこちら

従業者数比

(単位:%)

[自治体内/県内]

②都道府県別按分法（実績値活用）

＝

× ×

CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

都道府県別
ｴﾈﾙｷﾞｰ消費統計
炭素排出量
（単位:t-C）

CO2重量比

44

12

（単位:t-CO2/t-C）

※データはこちら

電気以外

従業者数比

(単位:%)

[自治体内/県内]＋

自治体内の
電気使用量
[業務その他]
（単位:kWh）

× 排出係数
（単位:t-CO2/kWh）

按分

実績値把握

按分

特徴：中核市未満の市町村における標準的手法

特徴：「①都道府県別按分法」と比較して、区域の実態に近い推計が可能
※ここでは自治体内の電気使用量の実績値を把握したと仮定した場合の算定方法を示しています。

※データはこちら

※データはこちら

※データはこちら

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec002/results.html
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec002/results.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000040067889&fileKind=2
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000040067889&fileKind=2
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/r05_coefficient_rev4.pdf
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CO2排出量の算定方法（例：業務その他部門）

③事業所排出量積上法

＝ ＋CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

特定事業所
排出量

（単位:t-CO2）

※データはこちら
（開示請求で取得）

④原単位活用法

＝CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

自治体内の
用途別

延べ床面積
（単位:m2）

× 用途別

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用原単位
（単位:GJ/m2）

CO2

× ×総合ｴﾈﾙｷﾞｰ
統計

（単位:t-C）

CO2重量比

44

12

（単位:t-CO2/t-C）

※データはこちら

事業所数比

(単位:%)

[特定事業所を除く]

※データはこちら

按分

× 排出係数

（単位:t-CO2/GJ）

※「固定資産の価格等の概要調査書」､「商業統計」､
「学校基本調査」､「公共施設状況調」､
「国有財産一件別情報」などを用いて推計

特徴：区域内の特定事業所の排出割合が大きい場合に実態に近い推計が可能

特徴：用途別の排出量の推計が可能

0.06

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/request
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/xls/toukeihyo/stte_2021.xlsx
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000040067884&fileKind=0
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①都道府県別按分法【標準的手法】

◼ 都道府県按分法は、実績値を使用せずに統計データを用いて推計する手法

メリット

➢ 実績値のない地域や分野において、不足しているデータを補完するこ
とが可能。

➢ 新しい地域や新しい産業の統計データがない場合に有用。
➢ 小規模な地域やデータ収集が困難な地域において有用。

デメリット

➢ 実績値に基づく推計と比べて精度が低い場合がある。
➢ 実績値を使用しないため、地域や分野の特性や変化を十分

に反映することが難しい。
➢ 都道府県全体のデータを使用するため、地域や産業の個別

の状況を考慮することができない。

＝ × ×CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

都道府県別
ｴﾈﾙｷﾞｰ消費統計
炭素排出量
（単位:t-C）

CO2重量比

44

12

（単位:t-CO2/t-C）

※データはこちら

従業者数比

(単位:%)

[自治体内/県内]

按分

特徴：中核市未満の市町村における標準的手法

※データはこちら

初めて推計や算定を行う場合 ※環境省が推計結果を毎年度公表しているためおすすめケース

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec002/results.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000040067889&fileKind=2
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②都道府県別按分法（実績値活用）

◼ 都道府県按分法（実績値活用）は、一部エネルギー種別について実績値を活用する手法

メリット

➢ 一部ではあるが実績に基づいているため、推計の信頼性が高い。
➢ 民生部門ではエネルギーの中で特に電気の割合が高いため、区域の

実態に近い推計が可能。

デメリット

➢ 過去の実績値が存在しない場合は、遡って同じ手法を用いて
算定が行えない。

➢ 実績値が不正確や不完全である場合、推計結果も正確性
に欠ける。

➢ 実績値の更新頻度に注意する必要がある。

＝

× ×

CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

都道府県別
ｴﾈﾙｷﾞｰ消費統計
炭素排出量
（単位:t-C）

CO2重量比

44

12

（単位:t-CO2/t-C）

※データはこちら

電気以外

従業者数比

(単位:%)

[自治体内/県内]＋

自治体内の
電気使用量
[業務その他]
（単位:kWh）

× 排出係数
（単位:t-CO2/kWh）

按分

実績値把握

※ここでは自治体内の電気使用量の実績値を把握したと仮定した場合の算定方法を示しています。

※データはこちら

※データはこちら

特徴：「①都道府県別按分法」と比較して、区域の実態に近い推計が可能

電気や都市ガスの使用量実績値が把握できる場合おすすめケース

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec002/results.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000040067889&fileKind=2
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/r05_coefficient_rev4.pdf
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②都道府県別按分法（実績値活用）を用いた推計式の事例
（津山市の場合）

都市ガスのエネルギー種別CO2排出量
→実績値活用（都市ガス販売量）にて算定

都市ガス以外のエネルギー種別CO2排出量
→都道府県別按分法にて算定

②都道府県別按分法（実績値活用）
→市内業務その他部門全体のCO2排出量
（都市ガスのCO2排出量＋都市ガス以外のCO2排出量）

◼ 津山市では、販売量を把握できる都市ガスでは実績値を活用し、
それ以外のエネルギー種別では都道府県別按分法を使ってCO2排出量を算定しています。

参照先 津山市地球温暖化対策実行計画(P.95 ) 
https://www.city.tsuyama.lg.jp/common/photo/free/files/11037/keikaku.pdf
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③事業所排出量積上法

◼ 事業所排出量積上法は、大規模な事業所の排出量データを活用する手法

メリット

➢ 大規模な事業所の区域カバー率が大きい場合、区域の排出量を精
緻に推計可能

➢ 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の特定事業所は、排出
量に関する情報開示請求も可能なため、より精緻な分析も可能

➢ 特に製造業においては、特定事業所のカバー率が非常に高い（製
造業船体の約５０％）

デメリット

➢ 中小規模の事業所の割合が高い部門・分野では、全体に対
するカバー率が低いため参考となりづらい

➢ 算定に当たって、自治体内の業種別中小規模事業所の数
など詳細な情報が必要

＝ ＋CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

特定事業所
排出量

（単位:t-CO2）

※データはこちら
（開示請求で取得）

CO2 × ×総合ｴﾈﾙｷﾞｰ
統計

（単位:t-C）

CO2重量比

44

12

（単位:t-CO2/t-C）

※データはこちら

事業所数比

(単位:%)

[特定事業所を除く]

※データはこちら

按分

特徴：区域内の特定事業所の排出割合が大きい場合に実態に近い推計が可能

（特定事業所を含む）大規模事業者が地域内に存在する場合おすすめケース

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/request
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/xls/toukeihyo/stte_2021.xlsx
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000040067884&fileKind=0
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③事業所排出量積上法を用いた推計式の事例（つくば市の場合）

つくば市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）

特定事業所のCO2排出量
→事業所排出量積上法にて算定

中小規模事業所のCO2排出量
→都道府県別按分法にて算定

③事業所排出量積上法＋①都道府県別按分法
→市内業務その他部門全体のCO2排出量
（特定事業所の排出量＋中小規模事業所の排出量）

◼ つくば市では、CO2排出量を算定・把握できている特定事業所はCO2排出量の実績値を使用し、
その他中小規模事業所のCO2排出量は都道府県別按分法を使って算出しています。

参照先 つくば市地球温暖化対策実行計画(P.66 ) 
https://www.city.tsukuba.lg.jp/material/files/group/137/kuiki.pdf
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④原単位活用法

◼ 原単位活用法は、経済や産業のデータを元に、経済活動の構成や指標を推計する手法。

メリット

➢ 用途区分の偏りによる排出量の実態との乖離を防げる
➢ 文献を確認すれば、必要な情報（延床面積推計）の収集が可能
➢ 特定のエネルギー種別のみ算定を行うことも可能

デメリット

➢ 用途別延床面積の適切な把握が行えない場合、推計結果
の差異が大きくなる

➢ 民間の延床面積の情報も必要になるため、正確性が担保さ
れない

＝CO2排出量

CO2

（単位:t-CO2）

自治体内の
用途別

延べ床面積
（単位:m2）

× 用途別

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用原単位
（単位:GJ/m2）

× 排出係数

（単位:t-CO2/GJ）

※「固定資産の価格等の概要調査書」､「商業統計」､
「学校基本調査」､「公共施設状況調」､
「国有財産一件別情報」などを用いて推計

特徴：用途別の排出量の推計が可能

0.06

特に業務その他部門において、用途区分に偏りがある場合 ※用途別の延床面積当たりの排出量の差異が大きいため

※用途区分：事務所ビル、卸・小売業、飲食店、学校・試験研究機関、ホテル・旅館、劇場・娯楽場、病院・医療機関、その他サービス業おすすめケース
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④原単位活用法を用いた推計式の事例（掛川市の場合）

電気のエネルギー種別CO2排出量
→原単位活用（業務床面積当たりの電力消費量）にて算定

電気以外のエネルギー種別CO2排出量
→  都市ガス：実績値活用（都市ガス消費量）
プロパンガス、その他：都道府県別按分法

④原単位活用法＋②都道府県別按分法（実績値活用）
→市内業務その他部門全体の排出量
（電気のCO2排出量＋電気以外のCO2排出量）

◼ 掛川市では、電気を使用している業務床面積を基に、電気は④原単位活用法を用いて算定し、
それ以外のエネルギー種別は②都道府県別按分法（実績値活用）を使って算出しています。

参照先 第3期掛川市地球温暖化対策実行計(P.97 )
https://www.city.kakegawa.shizuoka.jp/fs/4/0/4/0/2/3/_/______3_________________.pdf
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２．排出量現況から見た要因の絞り込み
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温室効果ガス排出の要因分析の目的・概要

◼ 排出量の要因分析の目的

• 温室効果ガス排出量の傾向から、対策・施策の方向性（分野・部門）を検討する

• 上記により、より脱炭素に効果的な施策を打ち出すことが可能

手順①

• 排出量の多い部門・分野を把握する（ワーク①）

• 排出量の多い要因を、地域特性から検討する（ワーク②）

手順②

• 排出量が多い部門で影響している要因を３つの要素で考える

• ３つの要素＝活動量、エネルギー消費原単位、排出係数

手順③

• 排出量に影響している要因を体系的に整理する（ワーク③）

• 整理した結果を、脱炭素施策の方向性決定に活用する
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方①

• 温室効果ガス排出量の部門別排出構成を把握し、その割合や傾向を理解する

• また、全国や都道府県と比較した割合の差分についても理解する

参考：全国と山口県との比較

• 山口県単独での排出量傾向
➢ 産業部門、工業プロセス部門の占める割合が多い（全体の約7割）

• 全国との比較
➢ 全体的な割合でみると産業部門が非常に大きい
➢ 運輸、家庭、業務部門が全国と比較して小さい

下図参照先 山口県地球温暖化対策実行計画 (P.29)
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/attachment/144372.pdf
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方①

• 山口県内の各部門のエネルギー種別消費割合は以下の通り。

• それぞれのグラフから、各部門で効果的なアプローチ方法の検討が可能。

• 業務その他部門、家庭部門における消費割合、排出構成
➢ 電力の消費割合や排出構成比が圧倒的に高い（約８割）
➢ トップランナー機器置き換えなど、電力使用に対するアプローチが効果的

• 運輸部門における消費割合、排出構成
➢ 自動車の排出構成比が圧倒的に高い（約８割）
➢ 自動車利用率の低減や、クリーンエネルギー自動車への置き換えなどが

効果的

参照先 山口県地球温暖化対策実行計画 (P.31 , P,33 P,34 P,35)
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/attachment/144372.pdf
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事例 先進自治体の要因分析の事例

◼ 名古屋市の事例

• 名古屋市の「名古屋市地球温暖化対策実行計画2030（案） 」では、下記のような進捗管理指標を設けている

部門別温室効果ガス排出量の推移 名古屋市の対策・施策

参照先：名古屋市地球温暖化対策実行計画2030（案） (P.30)
パブコメ実施時点（2024.1）

https://www.city.nagoya.jp/kankyo/cmsfiles/contents/0000171/171631/honpen
_ondankataisaku.pdf

参考先：名古屋市地球温暖化対策実行計画2030（案） (P.113～114)
パブコメ実施時点（2024.1）

https://www.city.nagoya.jp/kankyo/cmsfiles/contents/0000171/171631/honpen_onda
nkataisaku.pdf
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事例 先進自治体の要因分析の事例

◼ 江津市の事例

• 江津市の「江津市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）素案」では、下記のように部門の中で削減活動を定義している

江津市の部門・分野別
CO2排出量推移

江津市の対策・施策

参照先：江津市地球温暖化対策実行計画(P.24 , P.28)
https://www.city.gotsu.lg.jp/uploaded/attachment/10488.pdf
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ワーク①〈個人〉 自身の自治体の排出量が多い分野を理解する

◼ ワークシート 重視すべき部門・分野の特定（５分）

• 自治体排出量カルテを用いて、自身の自治体の中で、排出量が多い上位３つの部門をシートに記載（％も合わせて）

• 可能であれば、そのうち詳細にどの分野が多いのか記載する

• また、全国と比較して排出量の割合が多い部門もあるだけ書き出す
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方①

• ワーク①の結果により、重視すべき部門を特定

• 区域の特徴・特性と照らし合わせ、その部門における主要な要因を検討する

重視すべき部門 区域の特徴・特性に照らし合わせた主要な要因（例）

産業部門
• 製造業が盛ん（工業地帯や工業団地がある）
• 農業、特に施設栽培や施設園芸が盛ん
• 農業の機械化が進んでいる

業務その他部門
• 観光産業が盛んで、宿泊業や商業施設等が多い
• ベッドタウンのため、商業施設や教育関連施設が多い

家庭部門
• 商業施設が少ない（家庭にいる時間が長い）
• 比較的高齢世帯が多い

運輸部門
• 公共交通機関の不便があり、移動手段として車が欠かせない
• 商業が発展しており、物流が盛ん
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ワーク②〈個人〉 自身の自治体の排出量が多い分野を分析する

◼ ワークシート 重視すべき部門・分野の把握（５分）

• ワーク①で選定した排出量が多い部門から、重視すべき部門を選択する

• 今回は【産業部門】【業務その他部門】【家庭部門】【運輸部門】の４部門の中で考える

• 重視すべき部門のうち、区域の特徴・特性による要因を考えて、可能な限り記載する（必ずしも全ての部門において記載する必要はない）

※重視すべき部門の選び方（例）

1. 部門ごと排出量に偏りがある場合
• 排出量の最も多い部門・分野
• 県と比較して排出量が多い部門・分野

2. 部門ごと排出量がほぼ均一の場合
• 県と比較して排出量が多い部門・分野
• 地域特性で独特の傾向がある部門・分野

※製造業の分野で特定事業所があり排出量
の大半を占めている等
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方②

• ここまでで検討した重視すべき部門やそこに影響している主要な要因のうち、より具体的に影響している要因を洗い出す

• 原則下記の計算式通りなので、いずれかの要素に対処をすれば排出量への対策は可能となる

CO2排出量 活動量 エネルギー消費原単位 排出係数＝ × ×

温室効果ガスを排出
する活動の規模を表す

指標

活動量当たりのエネルギー消費量
＝エネルギー効率

エネルギー使用量当たりの
排出量

• 活動時間を減らす
• 活動頻度を減らす
• 活動範囲を減らす

• エネルギー効率の高い設備
に更新する
（＝利用時間当たりのエネ
ルギー消費量を減らす）

• 機器の利用方法を適正化
する

• 燃料を転換する
• 再生可能エネルギーを導入

する

区域での事業者や住民
の行動改善

設備の転換や利用方法
の適正化

燃料、または燃料自体の
生産方法の転換

参照先 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編） (P.86)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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温室効果ガス排出の要因分析の流れ

◼ 要因分析の進め方③

• ワーク①の重視すべき部門の特定とワーク②より具体的な要因の検討結果を掛け合わせて、要因を解消するための対策・施策の立案が可能

• 要因を解消するための対策・施策は、脱炭素施策の方向性や方針の決定に活用できる

部門
対策・施策

活動量 エネルギー消費原単位 排出係数

産業部門
• 生産効率向上による人員・設

備稼働時間低減
• 在庫削減などの生産調整

• 工場の省エネ改修の実施
• 省エネルギー性能の高い耕作機器の導入
• 生産工程見直しなどによる製造原単位の改善

• 太陽光、バイオマス等の再
生可能エネルギー導入

• バイオ燃料への転換

運輸部門
• マイカー利用制限デーの導入
• 商業施設等の地域集中化
• 自転車・徒歩への転換

• 低燃費車への乗換え
• エコドライブの促進

• 電気自動車などクリーンエネ
ルギー自動車への乗換

• バイオ燃料への転換

業務その他
部門

• 休日出勤・残業の抑制
• 小まめな消灯・電源OFFなどの

運用改善
• ビルの未利用床面積の縮小

• ビルの省エネ改修の実施
• 空調・給湯設定温度の適正化などの運用改善

• 太陽光等の再生可能エネ
ルギー導入

• 合成メタンへの燃料転換

家庭部門
• 図書館や公民館などの公共施

設の利用促進
• ドアや窓の開け放し削減

• 住宅の省エネ改修の実施
• 省エネルギー性能の高い家電への買換え
• 空調設定温度の適正化などの運用改善

• 太陽光発電の導入
• 太陽熱温⽔器の導入
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ワーク③〈個人〉 自身の自治体の排出要因を体系的に整理する

◼ ワークシート 排出要因を解消するための対策・施策（5分）

• ワーク②で検討した重視すべき部門・分野から、より具体的な要因の分析を進めてみる

• 区域の特徴による主要な要因に対して、前ページまでの事例を参考に、できる限り多くの対策や施策を発想する

付箋

例：以下のように付箋に書き出す

グリーンエネルギーの導入



28地域脱炭素ステップアップ講座

ワーク④〈グループ〉 グループ内での排出要因の整理結果共有

◼ グループ内で共有（15分）

• ワーク③で書き出した各部門に対する対策・施策を各チーム内で共有する

• 会話した内容を基に各チームごとで各部門の対策・施策を埋めていく（書き出した付箋を対応する場所に貼る）

付箋

グリーンエネルギーの導入

付箋付箋

省エネ機器の導入生産効率の向上
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３．排出量の将来推計
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将来推計（BAUシナリオ）の手法

◼ BAUシナリオとは

• 排出量の将来推計には、BAU（Business As Usual）シナリオと脱炭素シナリオという大きく分けて2つのシナリオがある

• BAUシナリオとは、人口や経済など活動量の変化は想定するが、排出削減に向けた対策・施策の追加的な導入が行われないと仮定したシナリオのこと

• 目標年度までの削減目標を立てる際に、BAUシナリオとの比較をすると、計画目標達成についての評価が行える

BAUシナリオの計算式

• 人口
• 世帯数
• 建物数 など

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_santei_202303.pdf
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将来推計（BAUシナリオ）の手法

◼ BAUシナリオの確認方法

• BAUシナリオは、環境省の提供しているツールにて簡易的に確認が可能

• 「区域施策編」目標設定・進捗管理支援ツールの出力方法は以下の通り

１．環境省のHPへアクセス
以下URLのリンクを踏み、環境省HPにアクセスする。
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/manual4.html

２．都道府県、市町村を選択
ツールマニュアルを確認し、ツールをダウンロードの上使用する。

画面イメージ
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部門ごとの算定方法

◼ 部門・分野ごとのBAUの算定方法

• 部門、分野の内訳ごとに根拠となる活動量を設定し、基準年度と将来時点の活動量を比較する

• 基準年度のCO2排出量を基に活動量の比較結果を算定することで、BAUシナリオの排出量が算定できる

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）(P.233)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_santei_202303.pdf

参考先：山口県地球温暖化対策実行計画（第2次計画改定版）※(P.42)一部抜粋
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/attachment/144372.pdf

【参考】山口県の将来推計手法

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_santei_202303.pdf
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/attachment/144372.pdf
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部門・グループごとのBAUシナリオ結果確認

◼ BAUシナリオの結果

• 部門・分野別のBAUシナリオの結果を合算し、CO2排出量の将来推計とする

• 本ワークでは参考として各グループのBAUシナリオを推計しているため、別紙「将来推計」を参照すること

別紙将来推計のイメージ 作成時の参考データ

排出量・・・排出量カルテ記載の排出量
活動量・・・製造品出荷額※1

排出量・・・排出量カルテ記載の排出量
活動量・・・人口数（≒従業員数）※2

排出量・・・排出量カルテ記載の排出量
活動量・・・人口数※２

排出量・・・排出量カルテ記載の排出量
活動量・・・世帯数※2

産業部門

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

※1 参考先：山口県工業統計調査結果
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/22/100970.html

※2 参考先：山口県人口移動統計調査
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/22/



34

４．削減目標の設定
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地球温暖化対策計画の目標

◼ 削減目標の種類

• 温室効果ガス排出量の総量削減目標の立て方は、以下の通り

• 各分類毎にメリットデメリットが存在しているため、どの方法を選択するかは自治体ごとに判断となる

参考先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）
p98 図2-18総量削減目標の分類と概要

分類 設定方法 メリット デメリット

・対策・施策の削減効果の積上げに
よる設定方法

部門・分野別に対策・施策を設定し、その削減
効果25を基準年度における温室効果ガス排
出量から積み上げて総量目標とする。

・積上げによる目標⽔準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に整
合する。

・削減効果を定量化できない対策・施策がある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複の
扱いが困難である。

部門・分野別に対策・施策を設定し、その削減
効果を目標年度におけるBAU排出量から積み
上げて総量目標とする。

・積上げによる目標⽔準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に整
合する。
・目標年度における人口の増減等を踏まえた目
標となる。

・削減効果を定量化できない対策・施策がある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複の
扱いが困難である。
・BAUケースの温室効果ガス排出量の推計を
行う必要があり、手間がかかる。

・地球温暖化対策計画の目標を踏まえ
て設定する方法

地球温暖化対策計画の基準年度比目標
（2030年度に2013年度比46％減）を踏ま
えて設定する。

・簡易に設定できる。 ・区域の排出量の部門・分野構成比を反映で
きない。
・国全体と区域で産業構造等社会条件が異
なっている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

地球温暖化対策計画の基準年度比部門・分
野別の排出量の目安を踏まえて設定する。

・区域の部門・分野別の排出量の差異に対応
できる。
・簡易に設定できる。

・国全体と区域で産業構造等社会条件が異
なっている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

・都道府県の区域施策編の目標を
踏まえて設定する方法
（市町村のみ）

都道府県の区域施策編の基準年度に対する
目標年度の削減率、2030年度BAU比部門・
分野別目標等を踏まえて設定する。（市町村
のみ）

・簡易に設定できる。
・都道府県と市区町村の産業構造等社会条
件が類似している場合、より区域に即した目標
となる。

・都道府県が独自に総量目標を設定している
時のみ活用可能。
・都道府県全体と区域で産業構造等社会条
件が異なっている点が反映されない。

・より長期の目標からバックキャストで
設定する方法

より長期の目標を想定し、目標年度にどの程度
の目標⽔準が必要か逆算して設定する。

・長期的な展望を踏まえた目標設定ができる。 ・より長期の目標設定が必要。（地球温暖化
対策計画では、2050年に排出実質ゼロを掲
げている。）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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地球温暖化対策計画の目標

◼ 削減目標の種類

• 今回は参考として、地球温暖化対策計画の目標を踏まえて、部門・分野別の削減目標を設定する方法を解説する

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）
p98 図2-18総量削減目標の分類と概要

分類 設定方法 メリット デメリット

・対策・施策の削減効果の積上げに
よる設定方法

部門・分野別に対策・施策を設定し、その削減
効果25を基準年度における温室効果ガス排
出量から積み上げて総量目標とする。

・積上げによる目標⽔準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に整
合する。

・削減効果を定量化できない対策・施策がある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複の
扱いが困難である。

部門・分野別に対策・施策を設定し、その削減
効果を目標年度におけるBAU排出量から積み
上げて総量目標とする。

・積上げによる目標⽔準の根拠を持てる。
・総量目標が、対策・施策目標と定量的に整
合する。
・目標年度における人口の増減等を踏まえた目
標となる。

・削減効果を定量化できない対策・施策がある。
・国や都道府県の対策・施策効果との重複の
扱いが困難である。
・BAUケースの温室効果ガス排出量の推計を
行う必要があり、手間がかかる。

・地球温暖化対策計画の目標を踏まえ
て設定する方法

地球温暖化対策計画の基準年度比目標
（2030年度に2013年度比46％減）を踏ま
えて設定する。

・簡易に設定できる。 ・区域の排出量の部門・分野構成比を反映で
きない。
・国全体と区域で産業構造等社会条件が異
なっている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

地球温暖化対策計画の基準年度比部門・分
野別の排出量の目安を踏まえて設定する。

・区域の部門・分野別の排出量の差異に対応
できる。
・簡易に設定できる。

・国全体と区域で産業構造等社会条件が異
なっている点が反映されない。
・2030年度のBAUを反映できない

・都道府県の区域施策編の目標を
踏まえて設定する方法
（市町村のみ）

都道府県の区域施策編の基準年度に対する
目標年度の削減率、2030年度BAU比部門・
分野別目標等を踏まえて設定する。（市町村
のみ）

・簡易に設定できる。
・都道府県と市区町村の産業構造等社会条
件が類似している場合、より区域に即した目標
となる。

・都道府県が独自に総量目標を設定している
時のみ活用可能。
・都道府県全体と区域で産業構造等社会条
件が異なっている点が反映されない。

・より長期の目標からバックキャストで
設定する方法

より長期の目標を想定し、目標年度にどの程度
の目標⽔準が必要か逆算して設定する。

・長期的な展望を踏まえた目標設定ができる。 ・より長期の目標設定が必要。（地球温暖化
対策計画では、2050年に排出実質ゼロを掲
げている。）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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地球温暖化対策計画の目標

◼ 国の定める中期目標（地球温暖化対策計画）

• 国の中期目標として、2030年度において温室効果ガス排出量を2013年度から46％削減することを目指す、と定めている

• その排出量削減目標を達成するため、各区分ごとの目標を以下のように設定している

• 本ワークではエネルギー起源CO2（二酸化炭素）の、エネルギー転換部門を除く4部門を取り扱う

温室効果ガス別の削減目標・目安

本ワークで取り扱う範囲

参照先：地球温暖化対策計画(P.25)
https://www.env.go.jp/content/900440195.pdf
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削減目標の設定の流れ①

◼ 総量削減目標の設定に向けた事前準備

• 排出量カルテを活用しながら、自地域の基準年度（2013年度）並びに最新（2020年度）の排出量を記載する

• 算定済みの将来推計（BAUシナリオ）も、目標年度の参考値として入力する

内容

2013年度
（基準年）

2020年度
（最新）

2030年度
（目標年度）

将来推計（BAU）

必要削減量

A B C D

産業部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2

業務その他部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2

家庭部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2

運輸部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2

排出量合計 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2

自治体排出量カルテ 自治体排出量カルテ 将来推計
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削減目標の設定の流れ②

◼ 総量削減目標の設定

• 基準年度（2013年度）の排出量及び「地球温暖化対策計画の目標」を参考に、目標年度までに必要な削減量を計算する

• なお、部門ごとの構成比によって計算結果が異なるため、国の定める４６％の削減目標を確実に達成できるとは限らない

内容

2013年度
（基準年）

2020年度
（最新）

2030年度
（目標年度）

将来推計（BAU）

必要削減量 【参考】
地球温暖化対策計

画の目標・目安

A B C D

産業部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 38%

業務その他部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 51%

家庭部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 66%

運輸部門 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 35%

排出量合計 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2

参考先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.103)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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ここまでの振り返り

◼ 将来推計や削減目標設定についての振り返り、意見交換（２０分）

• これまでの講演内容を振り返り、グループ内で意見交換を実施する

• 資料やデータを読む時間に活用したり、実際に試しに削減目標を算定しても構わない

ここまでの講演・ワーク内容

１．【講義】地域の排出量現況把握（P.6～P.15）

➢ それぞれの算定方法の使い分け、自身の自治体で使うと場合の検討

➢ すでに自身の自治体で取り入れている算定方法の共有

２．【ワーク】排出量現況から見た要因の絞り込み（P.16～P.28）

➢ 他班の発表を踏まえて、自身の自治体でも実施できそうな対策・施策の検討

３．【講義】将来推計（P.29～P.33）

➢ 将来推計に用いられている参考データの内容確認

４．【講義】削減目標の設定（P.34～P.40）

➢ 山口県の設定方法に関する質問

➢ 与えられた情報を基に削減目標を算定してみて、達成可否を確認

➢ すでに自身の自治体で取り入れられている設定方法の共有
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５．対策・施策の検討 ～第3回勉強会に向けて～
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地域脱炭素ステップアップ講座 ワークショップの全体感

◼ 地域脱炭素ステップアップ講座 ワークショップの目的

• 第１回～第３回の講座を通じて、「地方公共団体実行計画（区域施策編）に必要な記載事項を網羅する」ことにより、計画策定の流れや検討
に必要となる情報収集・検討の方法を理解し、本年度以降に各地域（市町）ごとの状況に応じた計画を策定できる状態を目指す。

• 地域脱炭素を推し進めることと並行して、地域課題を解決し、地域の魅力と質の向上に資する施策を立案できる状態を目指す。

回次 第1回 第2回 第3回

概要
① 区域の目指す将来像の設定
② 温室効果ガス排出量等の状況の把握

方法

① 温室効果ガス排出量等の状況と課題
の整理

② 温室効果ガス排出量の削減目標等の
設定

① 削減目標の達成及び地域課題を解
決、地域の魅力と質の向上に資する
施策の立案

対象
• 市町環境部局の温暖化対策業務の担
当者 等

• 市町環境部局の温暖化対策業務の担
当者 等

• 市町環境部局の温暖化対策業務の担
当者 等

時期 • ９月７日 • １１月頃 • １月頃

年間スケジュール（予定）

再掲
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対策・施策立案の流れ

◼ 対策・施策立案までの流れ

• これまでのワークで取り組んできた「将来像の設定」や「区域の特徴・排出要因分析」が、施策立案のポイントとなる

• 上記ポイントを押さえながら、区域の各主体に期待する役割を明確にし、具体的な対策や施策をたてる

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.115)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf


44地域脱炭素ステップアップ講座

対策・施策の検討の流れ 第３回の内容との関係

◼ 削減目標の達成に向けた、対策・施策を整理していく

• 地域の魅力と質の向上に資する、また削減目標を達成できる効果的な対策・施策を考える

• 自治体から区域に適切な情報発信ができるように、施策・対策を取り組むべき主体ごとに整理する

手順①

• 第1回及び第2回で検討した脱炭素施策を参考に、対策・施策を部門ごとに整理する

• 取り組み主体ごとに対策・施策を、整理していく

手順②
• 対策・施策と地球温暖化対策推進法のつながりを整理する

手順③
• 実行計画として、取り組む意義と関連効果も合わせて取組主体に示せる状態にする

第３回

今回
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【参考】対策・施策の体系的整理の完成イメージ

◼ 対策・施策の体系的整理

• これまで検討されていた部門別の施策体系を、区域への発信も見据えて主体別に組み替えていく

• 体系的整理を行うことで、各主体の取組が排出量削減においてどのような効果を生むのか、説明が容易になる

参照先：地方公共団体実行計画
（区域施策編）策定・実施マニュアル
（本編）(P.120) 
https://www.env.go.jp/policy/l
ocal_keikaku/data/manual_mai
n_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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ワーク⑤ 対策・施策の体系的整理

◼ 対策・施策の部門別整理

• 産業・業務その他・家庭・運輸のそれぞれの部門で、これまでに検討した対策及び施策を洗い出す

• 対策及び施策に関連する取組主体を、「住民」「事業者」「行政」の3分類に切り分ける

参照先：地方公共団体実行計画
（区域施策編）策定・実施マニュア
ル（本編）(P.120) 
https://www.env.go.jp/policy/
local_keikaku/data/manual_m
ain_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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ワーク⑤〈グループ〉 対策・施策の体系的整理

◼ 対策・施策の部門別整理（２０分）

• 各部門ごとの対策及び施策を考える

• 各対策、施策が横軸にある各取組主体のどこ該当するのかを意識し、付箋を貼りなおす

• 複数の主体にまたがる取組があった場合は、同じ記載の付箋をもう一枚作成するか、2つの枠にまたがって付箋を貼る
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対策・施策の体系的整理（つづき）

◼ 対策・施策の取組主体別整理

• 部門ごとに整理した対策・施策を、取組主体毎に整理する

• 取組主体が内容を理解しやすいように、いくつかの施策をまとめてグルーピングできることが望ましい

次回実施内容

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（本編）(P.120) 
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku
/data/manual_main_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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【参考】削減目標を達成するための施策（緩和策）

◼ 削減目標の達成（脱炭素社会の実現）に向けたイメージ

• 例として、山口県では下記の流れで各主体の取組の方向性を示している

各主体の取組の方向性

参照先：山口県地球温暖化対策実行計画（第2次計画改定版）(P.47)
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/attachment/144372.pdf

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/attachment/144372.pdf
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対策・施策に関する事項

◼ 対策・施策立案において考慮すべき事項

• 地球温暖化対策推進法に基づいて、対策・施策は以下の内容を満たすことが求められる（都道府県及び指定都市においては必須）

• これまで整理した施策と、これらの事項との連動性を確認する必要がある

次回実施内容

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.116)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf


51地域脱炭素ステップアップ講座

対策・施策に関する事項

◼ 地球温暖化対策推進法と対策・施策の連動性

• 前ページの連動性を整理すると、以下の通り

• この他にも、独自に検討した施策があれば分類を行う必要がある

次回実施内容

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.121)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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取組主体ごとの取組方針の設定

◼ 取組主体ごとの取組方針の設定

• 【取組主体ごとの施策】と【立案において考慮すべき事項】の整理内容をマージすると以下の通り

• これにより、実行計画として取り組む意義と関連効果も合わせて取組主体に示すことができる

次回実施内容

参照先：地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）(P.122)
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/manual_main_202303.pdf
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